
平成29年10月13日17：00～18：00
会場：岡山コンベンションセンター 4階 407会議室

日本腎臓学会広報委員会
副委員長 猪阪 善隆
幹事 伊藤 孝史

平成29年度日本腎臓学会広報委員会
第1回キーパーソン会議

＠第47回日本腎臓学会西部学術大会

1



平成29年10月28日 7：15～8：00
会場：パシフィコ横浜会議センター 5階 511+512

日本腎臓学会広報委員会
委員長 中山 昌明
副委員長 猪阪 善隆
幹事 伊藤 孝史
委員 長田太助、鶴岡秀一、鈴木 仁

平成29年度日本腎臓学会広報委員会
第1回キーパーソン会議

＠第47回日本腎臓学会東部学術大会
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【はじめに】
①キーパーソン、キーパーソン会議の意義

【腎臓学会の現在の取り組みに関する報告】
①腎臓学会の現状（会員数、評議員数など）
②理事長直轄重点事業

１）JSN5カ年計画
２）腎臓病療養指導士

③ 新専門医制度について
④腎臓病対策委員会の取り組み（糖尿病性腎症重症化予防など）
⑤ISN Frontiers meeting 2018
⑥第61回学術総会、第48回東・西学術大会のお知らせ
⑦日本腎臓学会ロゴマーク取扱規定
⑧CKD診療ガイド・ガイドライン改訂中

【特別講演】
大阪府立高校検尿異常者に対する腎臓専門医紹介システム

【質疑応答】
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キーパーソン、キーパーソン会議の意義

①日本腎臓学会東部部会、西部部会それぞれに会期中に
キーパーソン会議を開催し、各地の実情を確認。 また
日本腎臓学会の基幹事業を報告し、協力要請する。

②各都道府県単位での現在実施されている研究会等の後援
等の支援を行う。

③腎臓専門医の地域偏在の解消に向けた活動の模索をする。
④各地で開催される日本腎臓学会サテライトシンポジウムなど

の共催・後援体制を確立する。

都道府県のキーパーソンを通じて各地からの情報収集と
情報の発信を行い、日本腎臓学会地方会組織の整備拡
充につとめる。
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4

全国のキーパーソンの先生方

（97名、敬称略）
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① 腎臓学会の現状（会員数、評議員数など）
② 理事長直轄重点事業

１）JSN5カ年計画
２）腎臓病療養指導士

③ 新専門医制度について
④ 腎臓病対策委員会の取り組み

（糖尿病性腎症重症化予防など）
⑤ ISN Frontiers meeting 2018
⑥ 第61回学術総会、第48回東・西学術大会のお

知らせ
⑦ 日本腎臓学会ロゴマーク取扱規定
⑧ CKD診療ガイド・ガイドライン改訂中

腎臓学会の現在の取り組みに関する報告
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①日本腎臓学会の現状

正会員
名誉会員 団体会員 賛助会員 合計

一般会員 評議員 功労会員

9405 629 268 60 10362名

小計 10302名 （入会申請中の193名を除く） 24 36 60団体

東   部 正 会 員 西  部 正 会 員

北海道 280 北  陸 307

東  北 563 東海
（静岡を除く）

786

関 東 3867 近  畿 1766

甲信越 412 中  国 560

静  岡 227 四  国 291

九  州 1114

沖 縄 127

計 5349 計 4951

外  国 2

合計 10302

東   部 評議員 西  部 評議員

北海道 13 北  陸 24

東  北 37 東海
（静岡を除く）

42

関 東 264 近  畿 119

甲信越 25 中  国 32

静  岡 21 四  国 16

九  州 31

沖 縄 5

計 360 計 269

合計 629

地区別評議員数（平成29年3月31日現在）地区別正会員数（平成29年3月31日現在）

会員数（平成29年3月31日現在）
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② 理事長直轄重点事業
１）JSN5カ年計画
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I. 基本方針
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II. 基礎研究
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III. 臨床・臨床研究
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IV. 国際化
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V. 教育・人材育成
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VI. 地域・社会貢献・産学連携

14



② 理事長直轄重点事業
２）腎臓病療養指導士
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対象は、看護師、管理栄養士、薬剤師の3職種
CKDの療養指導に関する職種横断的な基本知識およ

び 「療養指導」の実地経験を問うものとする
・ 他の領域の高度専門知識は必ずしも必要としない。
・ 「CKD診療ガイド」「医師・コメディカルのための慢性腎

臓病生活・食事指導 マニュアル」を習得しているレ
ベルが目安

チーム医療と医療連携により、それぞれの医療環境に
おいて質の高いCKD療養指導を提供する

療養指導の対象は保存期CKD患者に限定

「腎臓病療養指導士」の基本的考え方

医療施設および地域におけるCKD療養指導の担い手
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腎臓病療養指導士の役割
1. CKDの意義、CKDに関する基本的な知識と対策、およびCKDの予防

について理解・習熟している
2. ステージに応じた保存期CKD患者への基本的管理方法を理解し、個

別のCKD患者に対してステージに応じた包括的かつ基本的な療養指
導（生活指導、栄養指導、薬物指導）を行うことができる

3. CKDに関して腎臓専門医や他の医療従事者と円滑な連携がとれ、
チーム医療に参加することができる

4. 腎代替療法についての基本的知識を有し、3つの療法選択（血液透析、
腹膜透析、腎移植）に関する説明を行うことができる

5. AKIの基本的知識を持ち、その予防策について指導することができる
6. 自らの指導技術を高める活動を継続する
7. 後進の指導を行い、腎臓病療養指導士の育成に努める
8. CKDの啓発活動に努める
9. 地域の行政機構、医師会などと連携してCKD 対策を推進する
10. 腎臓病療養指導活動の普及に努める
11. CKDの臨床研究への参加に努める
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医師
（かかりつけ医）

管理栄養士 薬剤師看護師/保健師

コメディカル

チーム医療

病診連携

患者

療養指導

腎臓専門医

腎臓病療養指導士

CKD患者さんへの基本的
な療養指導の知識・技能

腎臓病療養指導士のイメージ
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３回の講習会の合計受講者数：1,203名

看護師
54%

管理栄
養士
24%

薬剤師
22%

第1回講習会：3月19日
第2回講習会：5月 7日
第3回講習会：8月20日

職種の内訳

場所：東京医科歯科大学 鈴木章夫記念講堂

腎臓病療養指導士認定のための講習会
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③ 新専門医制度について

日本専門医機構の動き
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日本内科学会の動き
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2018年4月から研修プログラム開始

専攻医の一次登録の開始は
10月10日から！
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日本小児科学会の動き
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2017年4月から研修プログラム開始 26



日本泌尿器科学会の動き
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2018年4月から研修プログラム開始 28



5-10.基本領域との連続性について
腎臓専門医研修は、内科、小児科、泌尿器科、外科の基本領域の研修の上に

位置付けられる。通常、これらの基本領域を修了したのち、腎臓専門医研修をは

じめることを念頭に制度が設計されているが、これらのうち、内科領域ではサ
ブスペシャルティ重点型コースや内科・サブスペシャルティ混合コースとし
て腎臓領域専門研修を連動して研修することも可能である。ただし、このよ
うな連動研修を行う場合には、内科専門研修、腎臓専門研修のそれぞれの質が
低下しないように、双方の専門研修委員会で議論する必要がある。

日本腎臓学会の動き
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腎臓専門医制度はプログラム制ではなく、カリ
キュラム制で行う。

腎臓専門研修は最短3年の認定施設（指導医が1名在籍）で
の研修が必要。ただし、指導医がいない施設においても、一
定期間の研修を認める方針で地域医療への配慮をおこなう
予定。

研修病院群を組む必要はなく、単独の病院での研修を認める。
現状では、内科学会は2018年4月に新専門医制度研修プログ

ラムを開始する。その際、サブスペシャルティ連動研修を認め
るので早い方は、2018年4月から内科研修と並行して、腎臓
専門研修を開始することも可能。

腎臓専門研修では内科研修で使うJ-Oslerを使う予定。サブ
スペシャルティ研修での利用は早くても1年遅れることになる。
従って、内科研修中に、腎臓指導医が指導した症例は遡って
承認する予定。
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認定教育施設は指導医が1名いることが必須。

専門医はいるが、指導医がいない施設においては、専
門医が指導医を取得するまでの3年間を限度に、学会に
申請することによって、特別認定指導医となることができ
る。特別認定指導医が、指導医と同じ役割を果たすこと
で、認定教育施設と行う場合には、指導医のいる認定教
育施設と連携を取ることで1年間を上限として研修をおこ
なうことも可能とする。

専門医もいない病院（特別連携施設）での研修をおこな
う場合には、指導医のいる認定教育施設と連携を取るこ
とで1年間を上限として研修をおこなうことも可能とする。
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研修病院について



経験すべき症例

入院症例140例
外来症例 60例

それぞれ80%以上経験し
ていることが必要

基本領域内科以外の経験
すべき症例は、各科の状
況を配慮して決める。

入院症例20編
外来症例 2編

病歴要約
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疾病あるいは妊娠・出産、産前後に伴う研修期間の休止は可
能であり、研修修了要件を満たしている場合は、休職期間が
6か月以内であれば、研修期間を延長する必要はないものと
する。6か月を超える期間の休止の場合も、研修の再開は可
能であり、再開までの休止期間の上限は定めない。通算3年
以上の研修をおこなって、修了要件を満たしていれば、修了
可能である。

短時間の非常勤勤務期間などがある場合、按分計算（1日8
時間、週５日を基本単位とする）を行なうことによって、研修実
績に加算される。

多様なキャリアのサポート

以上が、現状の理事会で承認されている案。
ただし、今後、専門医機構との折衝の中で、
条件が変わることはあり得る。



④ 腎臓病対策委員会の取り組み
（糖尿病性腎症重症化予防など）
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⑤ ISN Frontiers meeting 2018
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⑥ 第61回学術総会、
第48回東部・西部学術大会のお知らせ
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⑦ 日本腎臓学会ロゴマーク取扱規定
 な 、 腎臓学会 ー 定を い す。 
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使用にあたっては、
日本腎臓学会ロゴマーク使用届・使用願いの
提出が必要です
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⑧ CKD診療ガイド・ガイドライン改訂中
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2018年6月8日 第61回日本腎臓学会学術総会で
「エビデンスに基づくCKD診療ガイドライン2018」

上梓予定！
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【質疑応答】
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